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『開発途上国に向けたビジネスを展開したい』 
 

技術協力活用型・新興国市場開拓事業（社会課題解決型国際共同開発事業）（海外進出支援） 
 

                                   

                                 

                                   

                                   

 
対象となる方  

開発途上国へのビジネス展開に取り組む中堅・中小企業 
 

支援内容  
 
 開発途上国の現地パートナーと共同で実施する製品・サービスの開発や実証等に要

する費用を補助します。 
 具体的には、人件費、旅費、謝金、外注費、委託費、消耗品費、翻訳・通訳費等

を補助します（補助率２／３）。 
 

＜補助対象企業＞ 
中堅・中小企業  
・中小企業：中小企業基本法に規定する中小企業  
・中堅企業：上記中小企業に該当せず、売上高１０００億円未満または常用雇用  
者数１０００人未満の企業  

 
＜採択条件＞ 

・経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）ＤＡＣリストに掲載されているＯＤＡ対象国で実施す 
る事業であること。 
・開発途上国の現地パートナー（大学、研究機関、ＮＧＯ、企業等）と共同で実施す 
る事業であること。 
・現地の社会課題の解決に繋がる事業であること。 
・早期（補助事業終了後概ね２年以内）に事業化を目指す事業であること。  

 
ご利用方法 

公募により決定する事業実施機関（事務局）が、中堅・中小企業の募集を行います。 
事業実施機関（事務局）は、平成２８年３月下旬に決定し、経済産業省ホームページに掲載 
する予定です。 
 
 
 お問い合わせ先 
   経済産業省 貿易経済協力局 技術協力課 社会課題解決型国際共同開発事業 担当 
    ＴＥＬ：03-3501-1937 （直通） 

 開発途上国の現地パートナーと共同で実施する製品・サービスの開発や実証等を補助します。こ

れにより、開発途上国の社会課題解決と日本の中堅・中小企業の海外展開を促進します。 
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